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分析欄

【財政力指数】

過去２ヵ年度と長引く景気低迷から個人・法人税等の減少や譲与税関係の全般的な減少のた

め、基準財政収入額が対前年度比０．１％と減少した。一方、基準財政需要額は地方再生対策

費の創設等により対前年度比２．０％増加した。そのため、平成２０年度単年度においては財政

力指数が０．２４となり、３ヵ年平均では０．２５となった。

また、類似団体平均と比較すると０．０５ポイント平均を下回っており、財政力指数は低い。

さらに、今後も税収等の大幅な増収は見込めず、人口も減少傾向にあることから財政力指数はさ

らに減少する見込みである。そのため、歳出の徹底的な見直しや適正な職員数の管理による人

件費の削減、必要な事業の峻別による投資的経費の抑制等、引き続き行財政改革に取り組むと

ともに、徴税等の収納を強化し財政の健全化を図る必要がある。

【経常収支比率】

これまで継続的に物件費の削減及び退職者不補充等の人件費削減に取り組んできたことによ

【人口1人当たり人件費、物件費等決算額】

人件費については、定員管理による職員数の減等により対前年度比５．２％減少し、物件費に

ついては電算システムリプレースによる委託料、備品購入費の減少により対前年度比２１．１％減

少しており、人口1人当たり人件費、物件費等決算額でも前年度を１６，７８８円下回っている。

また、類似団体平均と比較しても２２，１６８円下回っており歳出の徹底的な見直しの効果が現

れている。

しかし、全国市町村平均や熊本県市町村の平均と比較すると大きく上回っていることから、更な

る歳出の見直しを行い、引き続き人件費、物件費等の削減を図る必要がある。

【将来負担の状況】

地方債償還による地方債現在高等の減少で将来負担額が前年度より約３３９百万円減少し、１

２．７ポイント減少した。

【実質公債費比率】

過去の大型事業に係る起債の償還等や、公営企業償還財源に対する繰出金の増加に伴い、

平成２０年度単年度では１７．２％となり、３ヵ年平均で１６．６％と前年度より０．４ポイント上昇し

た。

また、類似団体と比較して０．２ポイント上回っており、早急な比率の改善が求められるが、平成

２０年度、２１年度には９億円台、平成２２年度以降は８億円台の支出が見込まれることから、大

幅な比率の改善は見込めない。

そのため、引き続き起債事業の費用対効果、緊急度、住民ニーズを的確に把握した事業の把

握により起債に大きく頼ることのない財政運営をし、毎年度の地方債発行額を最小限に止め、公

営企業においても起債の発行には注意し、公債費に対する支出を減少させていく必要がある。

【ラスパイレス指数】
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将来負担の状況

将来負担比率 [102.1%]

類似団体内順位
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし 人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の

状況

給与水準

（国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

多良木町
※類似団体平均を100とした

ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体

を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない

団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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【財政力指数】

過去２ヵ年度と長引く景気低迷から個人・法人税等の減少や譲与税関係の全般的な減少のた

め、基準財政収入額が対前年度比０．１％と減少した。一方、基準財政需要額は地方再生対策

費の創設等により対前年度比２．０％増加した。そのため、平成２０年度単年度においては財政

力指数が０．２４となり、３ヵ年平均では０．２５となった。

また、類似団体平均と比較すると０．０５ポイント平均を下回っており、財政力指数は低い。

さらに、今後も税収等の大幅な増収は見込めず、人口も減少傾向にあることから財政力指数はさ

らに減少する見込みである。そのため、歳出の徹底的な見直しや適正な職員数の管理による人

件費の削減、必要な事業の峻別による投資的経費の抑制等、引き続き行財政改革に取り組むと

ともに、徴税等の収納を強化し財政の健全化を図る必要がある。

【経常収支比率】

これまで継続的に物件費の削減及び退職者不補充等の人件費削減に取り組んできたことによ

り、平成１７年度 ９１．７、 平成１８年度 ９１．３％、平成１９年度 ９０．２％と年々減少してきた

が、平成２０年度において下水道事業特別会計への経常的な繰出金が増加し、９１．０％と増加し

た。

【人口1人当たり人件費、物件費等決算額】

人件費については、定員管理による職員数の減等により対前年度比５．２％減少し、物件費に

ついては電算システムリプレースによる委託料、備品購入費の減少により対前年度比２１．１％減

少しており、人口1人当たり人件費、物件費等決算額でも前年度を１６，７８８円下回っている。

また、類似団体平均と比較しても２２，１６８円下回っており歳出の徹底的な見直しの効果が現

れている。

しかし、全国市町村平均や熊本県市町村の平均と比較すると大きく上回っていることから、更な

る歳出の見直しを行い、引き続き人件費、物件費等の削減を図る必要がある。

【将来負担の状況】

地方債償還による地方債現在高等の減少で将来負担額が前年度より約３３９百万円減少し、１

２．７ポイント減少した。

また、類似団体と比較して９．２ポイント下回っているが、本町においては基金が比較的多いた

め将来負担比率も高くはないが、毎年度基金を取り崩す財政状況であるため、基金が少なくなれ

ば比率が悪化する可能性もある。

【実質公債費比率】

過去の大型事業に係る起債の償還等や、公営企業償還財源に対する繰出金の増加に伴い、

平成２０年度単年度では１７．２％となり、３ヵ年平均で１６．６％と前年度より０．４ポイント上昇し

た。

また、類似団体と比較して０．２ポイント上回っており、早急な比率の改善が求められるが、平成

２０年度、２１年度には９億円台、平成２２年度以降は８億円台の支出が見込まれることから、大

幅な比率の改善は見込めない。

そのため、引き続き起債事業の費用対効果、緊急度、住民ニーズを的確に把握した事業の把

握により起債に大きく頼ることのない財政運営をし、毎年度の地方債発行額を最小限に止め、公

営企業においても起債の発行には注意し、公債費に対する支出を減少させていく必要がある。

【ラスパイレス指数】

類似団体平均９３．３に対し、多良木町は９４．０となり０．７ポイント上回っているが、主な要因と

して職員構成の変動が挙げられる。引き続き国の給与制度と相違することのないよう努める。

【定員管理の状況】


